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第１章 総 則 

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

1.1.1 

適用範囲 

 

１仕様書は、江東区が施行する敷地測量委託に適用する。 

２ 測量仕様書間に相違がある場合の優先順位は次の（１）から（５）までの順番

のとおりとし、これにより難い場合は、「1.1.3 疑義の解釈」による。 

(1) 質問回答書（（２）から（５）までに対するもの） 

(2) 説明書 

(3) 特記事項 

(4) 図面 

(5) 本仕様書 

 

1.1.2 

用語の定義 

 

本仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

１ 「受託者」とは、測量業務の実施に関し、委託者と委託契約を締結した個人若

しくは会社その他の法人をいう。 

２ 「監督員」とは、委託者が監督員（総括監督員、主任監督員、担当監督員を総

称していう。）として受託者に通知した江東区職員で、契約図書に定められた範

囲内において受託者、代理人又は主任技術者に対する指示、承諾、協議、測量業

務の進捗状況の確認及び測量仕様書に記載された内容の履行状況の確認等の職

務を行う者をいう。 

３ 「代理人」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括を行うほか、契約に

基づく受託者の一切の権限を行使する者で、受託者が定めた者をいう。 

 

５ 「契約図書」とは、委託契約書（以下「契約書」という。）及び測量仕様書を

いう。 

６ 「測量仕様書」とは、本仕様書（本仕様書において定める資料及び基準等を含

む。）、特記事項及び図面とこれらに係る質問回答書及び説明書をいう。 

７ 「指示」とは、監督員が受託者に対し、測量業務の遂行上必要な事項について、

書面によって示し、実施させることをいう。 

８ 「承諾」とは、受託者が監督員に対し、書面で申し出た測量業務の遂行上必要

な事項について、監督員が書面により同意することをいう。 

９ 「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、委託者と受託者が対

等の立場で合議することをいう。 

１０ 「提出」とは、受託者が監督員に対し、測量に係る書面又はその他の資料を

説明し、それを差し出すことをいう。 

１１ 「通知」とは、監督員が受託者に対し、測量の履行に係る事項について、書

面をもって知らせることをいう。 

１２ 「報告」とは、受託者が監督員に対し、測量の履行に係る事項について、書

面をもって知らせることをいう。 

１３ 「書面」とは、発行年月日が記載され、署名又は押印された文書をいう。た

だし、関係規定等で署名又は押印を不要とした文書は、署名又は押印がない場合も

有効な書面として取扱う。 

 

1



 

（令和 6年 4月 1 日版） 

    

１４ 「樹木調査」とは、樹種、樹高、葉張り、幹周等を調査し、書面にまとめる

ことをいう。 

１５ 「検査」とは、契約図書に基づき測量の完了を確認することをいう。 

 

1.1.3 

疑義の解釈 

 

受託者は、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに監督員と協議し、その指

示に従わなければならない。 

 

1.1.4 

受託者の義務 

 

１ 受託者は測量の実施に当たり、測量の意図及び目的を十分に理解した上で作業

しなければならない。 

２ 受託者は、最大限の技術力を発揮して作業に当たり、諸基準に適合した所定の

成果をあげるとともに、成果がより満足した結果になるように努力をしなければ

ならない。 

 

1.1.5 

官公署等への手

続 

 

１ 測量の実施に必要な関係官公署等への諸手続は、受託者において迅速に行うも

のとする。 

２ 測量の実施に際して、公共物管理者等関係機関及び地元関係者との交渉等を要

するとき又は問い合わせ若しくは苦情等を受けたときは、速やかにその旨を監督

員に報告し、その指示に従わなければならない。 

 

1.1.6 

関係書類の提出 

 

受託者は、別に定める「請負者提出書類処理基準実施細目（江東区)」（以下「処

理基準」という。）に基づき、関係書類を提出すること。 

なお、処理基準に定めのないものについては、受託者において様式を定め、提出

するものとする。ただし、監督員が様式を指示した場合、これによること。 

 

1.1.7 

法令等の遵守 

 

１ 測量の実施に当たっては、関係法令及び東京都条例・規則並びに測量の実施に

関する諸基準等（以下「諸法規」という。）を遵守すること。 

２ 作業員に対する諸法規の運用・適用は、受託者の責任と負担において行うこと。 

 

1.1.8 

費用負担 

 

測量委託の完了検査、測量器具の検定等及び官公署等への諸手続に必要な費用

は、受託者の負担とする。 

 

1.1.9 

測量の中止等 

 

江東区が必要と認めるときは、受託者と協議の上測量委託を中止し、又は中止の

解除をすることがある。 

 

1.1.10 

土地の立入り等 

 

１ 受託者は、測量の実施のため、第三者の土地に立ち入り又は草木の伐採等（以

下「土地の立入り等」という。）を行う場合、監督員等と協議し、その指示に従

い必要な手続を行うこと。 

２ 受託者は、土地の立入り等を行う場合は腕章（受託者が調整したもので、監督

員が承諾したもの。）を着用すること。 

３ 測量の実施に当たり、常に言動・服装・仕草等に注意し土地所有者等関係人に
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不快感・嫌悪感等を与えないように細心の注意を払うこと。 

 

1.1.11 

著作権 

 

受託者は、提出資料のうち、著作権法（昭和４５年法律第４８号）による保護を

受けるものについては、受託者の責任において必要な措置を講ずること。 

これに必要な費用は受託者の負担とする。 

 

1.1.12 

契約図書等の取

扱 

 

受託者は、契約図書をこの測量の実施のため以外に使用しないとともに、その内

容を第三者に漏えいしないこと。ただし、あらかじめ監督員と協議し、その承諾を

受けた場合はこの限りではない。 

 

1.1.13 

環境により良い

自動車利用 

 

受託者は、この測量の実施に当たって、自動車を使用し、又は利用する場合は、

「環境確保条例」の規定の基づき、次の事項を遵守する。 

(1) ディーゼル車規制に適合する自動車とすること。 

(2) 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量

の削減等に関する特別措置法（平成４年法律第 70 号）の対策地域内で登録可

能な自動車とすること。 

(3) 低公害・低燃費な自動車の使用又は利用に努めること。  

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等

の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 

 

1.1.14 

環境保全 

 

東京都では、環境マネジメントシステムを運営し、東京都の組織が行う事業活動

における環境配慮及び環境保全に関する行動を適切に実行することとしている。本

取組には、受託者の協力が不可欠であることから、設計業務の実施に当たっては、

本制度の主旨の理解に努め、地球環境保全に十分配慮するものとする。 

 

1.1.15 

業務実績情報の

作成及び登録 

 

受託者は、契約金額が、100 万円以上の測量委託は、(一財)日本建設情報総合セ

ンター(以下「ＪＡＣＩＣ」という。)の「業務実績情報システム」（以下「テクリ

ス」という。）に基づく業務実績情報の作成及び登録を行う。 

「登録用データ」を作成し、「登録のための確認のお願い」を出力して監督員の

確認を受けた上、ＪＡＣＩＣのテクリスに登録する。 

また、登録後、ＪＡＣＩＣが発行する「登録内容確認書」を監督員に提出する。 

提出は、以下の時期に速やかに行う。 

(1) 委託契約時の登録データの提出期限は、契約締結後 10 日以内とする。  

(2) 委託完了時の登録データの提出期限は、業務完了後 10 日以内とする。 

(3) 業務履行中に、契約時登録データの変更があった場合の変更データの提出期

限は、変更があった日から 10 日以内とする。なお、変更時と業務完了時の間

が 10日に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 
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1.1.16 

再委託 

 

１ 契約条項第 4条に基づき指定する次の主要部分は、再委託してはならない。 

  ・測量業務における総合的企画、業務遂行管理及び技術的判断等 

２ 受託者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理な

どの軽微な部分を除く業務の一部を再委託するに当たっては、監督員の承諾を得

た上で、当該業務の遂行能力を有する者の中から選定しなければならない。また、

再委託先（以下「協力会社」という。）が東京都の競争入札参加有資格者である

場合は、指名停止期間中及び排除措置中であってはならない。 

３ 受託者は、協力会社の業務執行体制、経歴等の概要を委託者に提出しなければ

ならない。 

４ 受託者は、協力会社に対し業務の実施について適切な指導及び管理を実施しな

ければならない。 

 

1.1.17 

不当介入に対す

る通報報告 

 

本契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合（再受託者が暴力

団等から不当介入を受けた場合を含む。）は、「東京都契約関係暴力団等対策措置

要綱」（昭和 62 年 1 月 14 日付 61 財契庶第 922 号）に基づき、監督員への報告及

び警視庁管轄警察署への通報並びに捜査上必要な協力をすること。 

 

  

第２節 着 手 

 

1.2.1 

業務の開始 
 

受託者は、契約確定の日以降、速やかに業務を開始すること。 

 

1.2.2 

着手届の提出 

 

 

 

１ 受託者は、業務の開始に先立ち、委託者に着手届を提出すること。 

２ 委託着手届には工程表を添付すること。 

1.2.3 

代理人 

 

受託者は、代理人を定め、書面により発注者に提出すること。 

また、変更したときも同様とする。 

 

1.2.4 

主任技術者 

 

１ 受託者は、主任技術者を定め、書面により発注者に提出すること。 

また、変更したときも同様とする。 

２ 主任技術者は、代理人がこれを兼ねることができる。 

３ 主任技術者は、測量法（昭和 24 年法律第 188 号）による測量士の有資格者で

なければならない。 

 

  

第３節 施行の適正化 

 

1.3.1 

作業計画書 

 

 

１ 受託者は、あらかじめ測量の実施に必要な作業計画書を監督員に提出するこ

と。作業計画書には、次の事項について記載又は添付すること。 

(1) 契約概要について 

(2) 工程表 
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(3) 測量方法について 

(4) 使用測量機器一覧表（機器の検定証明書を含む。） 

(5) 緊急時の連絡体制及び対応について 

(6) 安全管理並びに交通及び保安の措置について  

(7) 作業員名簿 

(8) その他、監督員が指示するもの  

２ 作業計画書の内容に変更等が生じたときは、速やかに変更又は追加の書類を監

督員に提出すること。 

 

1.3.2 

工程管理 

 

 

１ 受託者は、作業計画書に変更が生じ、その内容が重要な場合には監督員と協議

し、その都度変更した作業計画書を提出すること。 

２ 監督員が特に指示した場合は、更に細部の作業計画書を提出すること。 

３ 測量の実施に当たり、作業の時期を定められた測量があるときは、監督員と事

前に協議し、工程の円滑な進行を図ること。 

 

1.3.3 

測量用機器及び

電算プログラム

の検定 

 

 

測量機器及び電算プログラムは、各作業に適応した所定の方法により点検及び検

定を行い、検定証明書等を作業計画書に添付して提出すること。 

 

1.3.4 

測量関係書類の

整備 

 

 

受託者は、測量に関する関係書類を備え、随時監督員が点検できるように整備し

ておくこと。 

 

1.3.5 

記録写真 

 

１ 受託者は、敷地の全景、測量の種別、作業状況、各種基準点（点の記において

は既知点を含む）及び敷地境界点等を写真に記録し、測量の種別及びその作業の

順序毎に整理し、写真番号を添付して、写真帳を作成し、監督員に提出すること。 

なお、記録写真には、測量か所、測量の種別、撮影年月日及び会社名を明示す

ること。 

２ 記録写真の大きさはＬ版（サービスサイズ）を標準とする。 

３ 記録写真は、すべてカラー写真とすること。 

４ デジタルカメラによる写真については、必要な文字、数値等の内容が判読でき

る機能、精度を確保できるものとし、仕様は、次に示すものとする。 

(1) 黒板の文字及び撮影対象が明瞭に確認できること。 

(2) デジタルカメラのデータを印刷する場合のインク・用紙について、通常の使

用条件のもとでは３年程度顕著な劣化が生じないものとすること。 

なお、デジタルカメラを使用した場合は、電子データも併せて提出すること。 

この場合における納品の方法等については、監督員と協議すること。 

５ その他、写真撮影の方法・整理と保存等については、別途定める「財務局工

事記録写真撮影要領」を参考とすること。 
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第４節 安 全 管 理  

 

1.4.1 

事故防止 

 

１ 受託者は、公衆の生命、身体及び財産に関する危害、迷惑を防止するため必要

な措置を講じること。 

２ 測量の実施中に事故等が発生したときは、応急措置・二次災害の防止等必要な

措置を講じるとともに、事故発生の原因及び経過並びに事故による被害の内容等

について遅滞なく監督員に報告し、その指示によること。 

 

1.4.2 

交通及び保安上

の措置 

 

 

測量の作業実施中、交通の妨害となる行為その他公衆に迷惑を及ぼす行為がない

ように次の事項を守り、交通及び保安上に十分注意すること。 

(1) 作業区域内に、車両又は歩行者の通行があるときは、その妨げにならないよ

うに十分注意する。特に、歩行者の安全には十分に注意し、必要に応じて交通

整理員を配置すること。 

(2) 測量の実施のため、交通の禁止又は制限する必要があるときには、監督員と

協議し、関係機関の許可を得ること。 

(3) 作業を行うもの自身の安全にも十分留意すること。 

 

  

第５節 完 了 

 

1.5.1 

完了届の提出 

 

受託者は、測量の完了後、速やかに、委託者に完了届を提出すること。 

 

1.5.2 

成果品の提出 

 

１ 受託者は、測量が完了したときは、成果品を点検、整備の上、速やかに監督員

に提出し、検査を受けなければならない。 

２ 測量の検査に必要な費用は、受託者の負担とする。 

３ 書類等の編集装丁については、監督員の指示によるものとする。 

４ 成果品の引渡後、内容に不備・不完全が発見された場合は、受託者の負担と責

任において、直ちに補正をしなければならない。 

５ 提出物及び部数は特記事項による。 

 

6



 

（令和 6年 4月 1 日版） 

    

  

第２章 測 量 一 般  

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

2.1.1 

準拠すべき図

書 

 

本仕様書に定めがあるもののほかは、次の法律及び図書に準拠して行うこと。 

なお、次の法律及び図書以外のものに準拠する場合は、あらかじめ監督員と協議

すること。 

 

番

号 
名   称 摘   要 

１ 

２ 

３ 

 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

 

９ 

 

10 

 

測量法 

東京都公共測量作業規程 

公共測量作業規程の準則 基準点測量

記載要領 

公共測量作業規程の準則 解説と運用 

国土調査法 

基準点測量作業規程準則（国土交通省） 

不動産登記法 

水準基標測量成果表 

 

東京都公共基準点 

 

東京都公共基準点使用要領 

 

東京都 

社団法人日本測量協会 

 

社団法人日本測量協会 

 

国土交通省 

 

東京都土木技術支援・人材

育成センター 

東京都土木技術支援・人材

育成センター 

東京都土木技術支援・人材

育成センター 

なお、２東京都公共測量作業規程は、作業規程の準則（平成 20年国土交通省告 

示第 413 号、平成 23 年 3月 31日付国土交通省告示第 334号[一部改正]、平成 25年

3月 29 日付国土交通省告示第 286 号[一部改正]、平成 28 年 3 月 31 日付国土交通省

告示第565号[一部改正]、令和2年 3月 31日付国土交通省告示第461号[一部改正]、

令和 5年 3月 31 日付国土交通省告示第 250 号[一部改正] ）を下記のとおり読み替

えて準用するものとする。 

(1) 本文中の「準則」とあるのは「規程」と読み替えるものとする。 

(2) 第 1 条第 1項中の「第 34条」とあるのは「第 33条第 1項」と読み替える 

ものとし、同条第 2項中の「規程は、」の下に「東京都が行う」を加える 

ものとする。 

(3) 第 2 条中の「公共測量」とあるのは「この規定を適用して行う測量」と読 

み替えるものとする。 

(4) 附則中の「平成 20年 4月 1日」、「平成 23年 4月 1 日」、「平成 25 年 4月 

1 日」、「平成 28年 4月 1 日」、「令和 2年 4月 1日」及び「令和 5 年 4月 

1 日」とあるのは「承認日」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

2.1.2 

測量の種類 

 

測量の種類は、次のとおりとする。 

(1) 多角測量 

(2) 水準測量 

(3) 現況測量 
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(4) 高低測量 

(5) 面積測量 

 

 

  

 

第２節 測量の進め方 

 

2.2.1 

資料調査 

 

 

１ 受託者は、契約図書の内容（意図・目的）を確認して、適切な成果が得られる

よう準備を行い、測量の作業を実施すること。 

２ 受託者は、測量調査実施区域付近の国土調査法に基づく基準点等を活用するこ

と。 

 

2.2.2 

広報 

 

受託者は、円滑な測量を進めるため、監督員と協議の上、測量の実施に係るお知

らせ文などにより、近隣住民等への広報を行うこと。 

 

  

第３節 測量の計算 

 

2.3.1 

点検計算及び

再測 

 

受託者は、観測が終了したときは、観測値の良否を点検するため、速やかに所定

の点検計算を行い、許容範囲を超えた場合は、必要な再測を行うこと。 

 

2.3.2 

計算結果の表

示 

 

測量の計算の結果については、原則として次に示すけた数までを表示すること。 

 

名称 単位 けた数 端数処理 

辺長（距離） ｍ 小数点以下第３位 小数点以下第４位切り捨て 

面積値 ㎡ 小数点以下第６位 小数点以下第７位切り捨て 

角値、方向角 秒 １の位 小数点以下第１位四捨五入 

座標値 ｍ 小数点以下第３位 小数点以下第４位四捨五入 
 

  

第４節 作 図 

 

2.4.1 

製図作業上の

精度 

 

 

多角点、境界点等の作図の誤差は、０．２㎜以内とすること。 

2.4.2 

文字・数字 

 

 

文字は、横書きゴシック体とし、数字は、アラビア数字ゴシック体とし、それぞ

れ字高２．５㎜以上（ＭＳゴシック 10ポイント以上）で明瞭に判読できる表記とす

ること。 

なお、図面の大小、その他の理由により文字の大きさを変えることができる。た

だし、その際にはあらかじめ監督員と協議すること。 
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2.4.3 

測量図等の図

式及び測量図

表題部等 

 

 

１ 本測量の図式は、原則として、公共測量作業規程（東京都）の「大縮尺地形図

図式」によること。 

２ 図面表題部は、図面表題部仕様（標準寸法）（別紙－１）により、図面の右下

余白に明記すること。 

３ 方位は、原則として真北方位で、図面の上部余白に明記すること。 

４ 座標値一覧表の備考欄には、境界標識の形状を明記すること。 

５ 図面は、多角測量、水準測量、現況測量、高低測量及び面積測量等の複数の測

量成果を１枚にまとめて作図（重ね図）することができる。ただし、その際には、

あらかじめ監督員と協議すること。 

 

  

第５節 技 術 管 理 

 

2.5.1 

技術管理 

 

技術管理は受託者が自ら行うものであり、その範囲及び提出書類等については次

のとおりとする。 

(1) 作業計画全般について、総合的に技術の再検討を行うこと。 

原則として、成果の提出は求めないが、測量作業が大規模な場合又はその内

容が技術的に極めて高度であるか若しくは極めて複雑・困難であると認められ

たときは、検討の結果についての報告書を作成し、提出すること。 

(2) 精度管理表の作成 

受託者は、測量の正確さを確保するため、適切な精度管理を行い、この結果

に基づいて精度管理表を作成すること。 

(3) 精度管理の点検測量 

ア 測量成果の精度を確認するための点検測量は、各工種の作業量に対して次

に基づいた点検を行うこと。 

測量種別 点検測量率 

多角測量 ５％以上 

水準測量 ５％以上 

現況測量 ２％以上 

高低測量 ２％以上 

面積測量 ２％以上 

イ 点検測量は、受託者が各工種作業の終了時に行うこと。 

ウ 点検測量の記録は、点検測量簿として完了検査時に提出すること。 

 

  

第６節 納入成果品 

 

2.6.1 

納入成果品の

用紙の規格 

 

納入成果品の用紙の規格は、特記事項によるものとする。 
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第３章 多 角 測 量  

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

3.1.1 

目的 

 

多角測量は、現況測量及び面積測量を実施するための基準点として、測量点を設

置し、その成果を求めることを目的とする。 

 

  

第２節 測 量 作 業  

 

3.2.1 

作業区分 
 

多角測量の作業区分は次のとおりとする。 

(1) 作業計画 

(2) 選点 

(3) 測量標の設置 

(4) 観測（点の記観測を含む。） 

(5) 計算 

(6) 成果等の点検整理（精度管理観測を含む。） 

 

3.2.2 

選点等 
 

多角点の選点等に当たり次のとおりとする。 

(1) 多角測量の基準となる点は、３級基準点以上の基準点又はこれと同等の精度

を有すると認められる街区基準点等とする。これにより難い場合は、監督員と

協議すること。 

(2) 測量区域を包括できる範囲内において、各測量の目的により地形、地物及び

境界点を考慮すること。 

(3) 多角測量は、結合多角方式又は単路線方式とする。ただし、これにより難い

場合は、あらかじめ監督員と協議すること。 

(4) 多角路線は、最短経路を選定し、多角点間の距離は、均一になるように選点

すること。 

(5) 多角点は、原則として左回りで一連番号を付けること。 

また、その位置は、３方から測定し、後日、位置の確認ができるよう点の記

を作成すること。 

(6) 境界点及び主要な部分については座標値により表示すること。 

(7) 座標値は、平面直角座標系（平成 14 年国土交通省告示第９号）に規定する

世界測地系に従う直角座標とすること。 

 

3.2.3 

機器 

 

 

観測に使用する主要な機器は、トータルステーション等（以下「ＴＳ等」という。）

を用いるものとする。 
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3.2.4 

観測 

 

 

観測は、次に定めるところにより実施するものとする。 

 

項 目 制 限 値 項 目 制 限 値 

水

平

角

観

測 

方

向

観

測

法 

対 回 数 ２ 対 回 
距 

 

 

離 

 

 

測 

 

 

定 

Ｔ

Ｓ

等 

読 取 値 ㎜ 

水平目盛 

位 置 

０ 度 、 

９ ０ 度 
セット数※ ２ 

倍 角 差 ６ ０ 秒 鋼 

 

巻 

 

尺 

テープ片道 

の読取回数 
２ 

観 測 差 ４ ０ 秒 
テープ読取 

の 較 差 
３㎜以内 

鉛直角 

観 測 

対 回 数 １ 対 回 往 復 較 差 
30m までは 3㎜ 

30m 以上は 1/10,000 以内 

定 数 差 ６ ０ 秒 ※ １視準２読定を１セットとする。 
 

  

3.2.5 

真北方位観測 

 

 

真北の観測は、原則として、太陽又は北極星観測により実施すること。 

なお、他の観測の方法とする場合は、監督員と協議すること。 

 

3.2.6 

計算  
 

 計算は、第２章第３節「測量の計算」に基づき、行うこと。 

 

3.2.7 

許容値 

 

 

 多角測量の許容値は下表により、閉合差が表の値を超えた場合は、再測を行うこ 

と。 

 

 結合多角・単路線 単位多角形 

水平位置の閉合差 １５㎝+１０㎝√N・ΣS ５㎝√N・ΣS 

 N：辺数、ΣS：路線の合計長（㎞）  
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第３節 作 図 

 

3.3.1 

作図 
 

多角点網図は、第２章第４節「作図」により作成すること。 

また、多角点網図には、次の事項を表示する。 

(1) 多角点、境界点及び点の記記号、番号 

(2) 多角点、境界点及び点の記の座標値、種別名 

(3) 多角点間の方向角、距離、方向矢印及び多角網線（実線） 

(4) 境界点間距離及び境界線（破線） 

(5) 地番、道路路線番号及び境界標の向き 

(6) 境界点周辺略図 

(7) 真北の方向 

(8) その他、監督員の指示する事項 

 

  

第４節 成 果 

 

3.4.1 

成果品の点検・

提出 

 

１ 受託者は、第２章第６節「納入成果品」に基づき、成果品を作成すること。 

２ 受託者は、上記の成果品を自己点検の上、監督員に提出し、第１章第５節「完

了」に定める完了検査を受けなければならない。 

３ 提出物及び部数は特記事項による。 
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第４章 水 準 測 量  

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

4.1.1 

目的 
 

水準測量は、高低測量を実施するために、水準点の最新の成果を基準として、

当該敷地地域に仮水準点を設置することを目的とする。 

 

4.1.2 

高さの基準 
 

高さの基準は、原則として、霊岸島量水標零位を基準とした標高（Ａ．Ｐ．）

を用いるものとし、成果品に明示する。ただし、他の標高による場合は、あらか

じめ監督員と協議すること。 

 

4.1.3 

使用する水 

準点 

 

使用する水準点は、原則として東京都土木技術支援・人材育成センターの「水

準基標測量成果表」による。ただし、他の水準点を使用する場合は、あらかじめ

監督員と協議すること。 

 

4.1.4 

仮水準点 

 

 

仮水準点は、適切な場所（堅牢な構造物上に２点以上）に設置すること。 

 

  

第２節 測 量 作 業  

 

4.2.1 

作業区分 
 

水準測量の作業区分は次のとおりとする。 

(1) 作業計画 

(2) 選点 

(3) 測量標の設置 

(4) 観測（点の記観測を含む。） 

(5) 計算 

(6) 成果等の点検整理（精度管理観測を含む。） 

 

4.2.2 

水準点選点 

 

 

水準点の選点は、測量区域を包括できる範囲内において、各測量の目的により

地形、地物及び境界点を考慮して適切な位置を選定すること。 

 

4.2.3 

機器 

 

 

観測に使用する主要な機器は、水準儀（３級レベル）、標尺（２級標尺）（以

下「水準儀等」という。）を用いるものとする。 

 

4.2.4 

観測 

 

 

関係点間の高低差を観測し、観測簿等に記録すること。 

 

4.2.5 

許容値 

 

 

往復観測値の較差の許容範囲は、２０mm√ｓ以内（ｓは観測距離の延長距離
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（Km）とする。） 

較差がこれを超えた場合は、再測を行うこと。 

 

4.2.6 

計算 
 

観測簿上の前視、後視の読取値及び水準差のそれぞれの和、距離の和は、水準

路線ごとに求めること。 

 

  

第３節 作 図 

 

4.3.1 

作図 
 

水準図は、第２章第４節「作図」により作成すること。 

また、図面には、次の事項を表示する。 

(1) 使用した水準点の基標番号、標高及び所在地 

(2) 仮水準点の記号、番号及び点の記 

(3) その他、監督員の指示する事項 

 

  

第４節 成 果 

 

4.4.1 

成果品の点

検・提出 

 

１ 受託者は、第２章第６節「納入成果品」に基づき、成果品を作成すること。 

２ 受託者は、上記の成果品を自己点検の上、監督員に提出し、第１章第５節「完

了」に定める完了検査を受けなければならない。 

３ 提出物及び部数は特記事項によるものとする。 

 

 

14



 

（令和 6年 4月 1 日版） 

    

  

第５章 現 況 測 量  

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

5.1.1 

目的 
 

現況測量は、当該敷地の現地状況を測定し、現況平面図を作成することを目的

とする。 

 

  

第２節 測 量 作 業  

 

5.2.1 

作業区分 
 

現況測量の作業区分は次のとおりとする。 

(1) 作業計画 

(2) 基準点の設置 

(3) 現況測量 

(4) 編集 

(5) 現況平面図作成 

(6) 成果等の点検整理 

 

5.2.2 

基準点の設置 

 

 

現況測量に必要な基準点を設置すること。 

5.2.3 

現況測量 
 

１ 現況は現地状況を適切に図面に表現するため、細部にわたり測量すること。 

２ 境界点及び主要な部分については座標値により表示すること。 

３ 座標値は、平面直角座標系（平成 14 年国土交通省告示第９号）に規定する

世界測地系に従う直角座標とすること。 

 

5.2.4 

機器 

 

 

観測に使用する機器は、第３章第２節３「機器」によること。 

 

5.2.5 

観測 

 

 

観測は、次に定めるところにより実施すること。 

項 目 制 限 値 項 目 制 限 値 

水

平

角

観

測 

方

向

観

測

法 

対 回 数 0 . 5 対 回 

距

離

測

定 

Ｔ 

Ｓ 

等 

読 取 値 ㎜ 

水 平 目 盛 

位 置 
０ 度 セット数※ １ 

鉛直角 

観 測 
対 回 数 0 . 5 対 回 

鋼巻 

尺 

テープ片道 

の読取回数 
１ 

※ １視準２読定を１セット

とする。 
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5.2.6 

編集 

 

 

現況測量で得られた現地状況のデータを編集し、編集済データを作成すること。 

  

第３節 作 図 

 

5.3.1 

作図 
 

現況平面図は、第２章第４節「作図」及び監督員の指示により作成すること。 

また、図面には、以下のものを明記する。 

(1) 凡例、所在地名、地番、真北、敷地辺長距離及び内角の明示 

(2) 地形、建築物、工作物、上水道・下水道・ガス・電気等の桝、樹木等の地

上物件の位置等を明示 

(3) 敷地に接する道路等、鉄道等、河川等の名称 

(4) 多角点の番号又は記号 

(5) 真北の方向 

(6) ベンチマークの位置及び高さ 

(7) その他、監督員が指示する事項及び名称 

 

  

第４節 成 果 

 

5.4.1 

成果品の点

検・提出 

 

１ 受託者は、第２章第６節「納入成果品」に基づき、成果品を作成すること。 

２ 受託者は、上記の成果品を自己点検の上、監督員に提出し、第１章第５節「完

了」に定める完了検査を受けなければならない。 

３ 提出物及び部数は特記事項によるものとする。 
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第６章 高 低 測 量  

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

6.1.1 

目的 
 

高低測量は、当該敷地等の地盤高等を測定し、高低測量図を作成することを目

的とする。 

 

  

第２節 測 量 作 業  

 

6.2.1 

作業区分 
 

高低測量の作業区分は次のとおりとする。 

(1) 作業計画 

(2) 高低点観測 

(3) 計算処理 

(4) 高低測量図作成 

(5) 成果等の点検整理 

 

6.2.2 

高低観測 
 

１ 高低観測は方眼法により観測点を設定すること。ただし、次のいずれかに該

当する場合も観測点を設定すること。 

(1) 方眼点は、方眼線上で地形が大きく変化する場所（50cm 以上の高低差を

目安とする。）、方眼線上の測量範囲境、多角点及び監督員が指示する個所 

(2) 道路の中心点、及び下水道施設等の蓋高 

(3) 建物等のため方眼点が測定できない場合は、方眼点の近接地を観測する。 

２ 基準となる方眼線の始点及び終点には、鋲等を打ち込んで標示する。 

 

6.2.3 

機器 

 

 

測定に使用する機器は、第４章第２節３「機器」によること。 

 

6.2.4 

高低観測 
 

１ 観測は、仮水準点を基準に、原則として直接水準測量とすること。ただし、

直接水準測量が出来ないときは、あらかじめ監督員と協議の上、間接測量によ

るものとすること。 

２ 観測は、mm 位までとすること。 

 

6.2.5 

許容値 

 

 

往復観測値の較差の許容範囲は、２０mm√ｓ以内（ｓは観測距離の延長距離

（Km）とする。） 

較差がこれを超えた場合は、再測を行うこと。 

 

6.2.6 

計算 

 

 

計算は、第２章第３節「測量の計算」に基づき、行うこと。 
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第３節 作 図 

 

6.3.1 

作図 
 

高低測量図は、第２章第４節「作図」及び監督員の指示により作成すること。 

また、図面には、以下のものを明記する。 

(1) 使用した水準点の基標番号、標高及び所在地 

(2) 仮水準点の番号（ＫＢＭ）、標高及び点の記 

(3) 各多角点、方眼点、その他の測点及びその標高 

(4) その他監督員の指示する事項 

 

  

第４節 成 果 

 

6.4.1 

成果品の点

検・提出 

 

１ 受託者は、第２章第６節「納入成果品」に基づき、成果品を作成すること。 

２ 受託者は、上記の成果品を自己点検の上、監督員に提出し、第１章第５節「完

了」に定める完了検査を受けなければならない。 

３ 提出物及び部数は特記事項によるものとする。 
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第７章 面 積 測 量  

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

7.1.1 

目的 
 

面積測量は、当該敷地について測量し、敷地面積測量図及びその他の資料を作

成することを目的とする。 

 

7.1.2 

面積の算出 
 

１ 面積の算出は、原則として、当該敷地及び当該敷地内における都市計画法（昭

和 43年法律第 100 号）第８条に定める地域別とする。ただし、これにより難い

場合は、監督員の指示によること。 

２ 当該敷地内に、管理者が異なる公共用地が存する場合、又は将来において、

管理者が異なる公共用地となることが見込まれる場合は、原則として、この面

積を算出すること。 

３ 当該敷地内に高圧線下敷等があるとき、原則として、その面積を算出するこ

と。 

 

7.1.3 

面積の計算 
 

面積計算は、原則として、座標法とすること。ただし、監督員が必要と認めた

場合は、併せて数値三斜法による計算を行うこと。 

 

  

第２節 測 量 作 業  

 

7.2.1 

作業区分 
 

面積測量の作業区分は次のとおりとする。 

(1) 作業計画 

(2) 境界点観測（点の記観測を含む。） 

(3) 計算処理 

(4) 面積測量図作成 

(5) 成果等の点検整理（精度管理観測を含む。） 

 

7.2.2 

測量方法 
 

１ 多角点を基準に直接境界点を視準し、放射法により測定すること。 

２ 多角点から直接境界点が視準できないときは、監督員の承諾を得て、補助多

角点を設置し、放射法により測定すること。 

３ 境界点及び主要な部分については座標値により表示すること。 

４ 座標値は、平面直角座標系（平成 14年国土交通省告示第９号）に規定する世

界測地系に従う直角座標とすること。 

 

7.2.3 

距離測定 

 

 

 

境界点間距離は、直接測定により確認しなければならない。ただし、これによ

り難い場合は、あらかじめ監督員と協議すること。 
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7.2.4 

機器 

 

 

観測に使用する機器は、第３章第２節３「機器」によること。 

 

7.2.5 

観測 
 

観測は、次に定めるところにより実施すること。 

項 目 制 限 値 項 目 制 限 値 

水

平

角

観

測 

方

向

観

測

法 

対 回 数 0 . 5 対 回 
距

離

測

定 

Ｔ 

Ｓ 

等 

読 取 値 ㎜ 

水 平 目 盛 

位 置 
０ 度 セット数※ １ 

鉛

直

角

観

測 

対 回 数 0 . 5 対 回 

鋼

巻

尺 

テープ片道 

の読取回数 
２ 

テープ読取 

の 較 差 
５ ㎜ 以 内 

※ １視準２読定を１セット

とする。 
 

  

7.2.6 

計算 

 

 

計算は、第２章第３節「測量の計算」に基づき、行うこと。 

  

第３節 作 図 

 

7.3.1 

作図 
 

敷地面積測量図は、第２章第４節「作図」により作成すること。 

また、図面には、次の事項を表示する。 

１ 当該敷地実測面積 

２ 公共用地実測面積 

３ 都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）第８条に定める地域別の実測面積 

４ 高圧線下敷等の実測面積 

５ 支障物件（民有地の構造物が都有地に越境している場合、又は都有地構造物

が民有地に越境している場合）の実測面積 

６ 境界点及び境界線 

７ 周辺距離（境界点間距離） 

８ 地番、公簿面積及び管理者が異なる公共用地の管理者名 

９ 三斜線及び三斜長 

１０ 面積計算表（座標法及び必要に応じて数値三斜法） 

１１ 多角点及び境界点の記号、番号 

１２ 多角点及び境界点の座標値、種別名 

１３ 境界点の種別 

１４ その他監督員の指示する事項 
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第４節 成 果 

 

7.4.1 

成果品の点

検・提出 

 

１ 受託者は、第２章第６節「納入成果品」に基づき、成果品を作成すること。 

２ 受託者は、上記の成果品を自己点検の上、監督員に提出し、第１章第５節「完

了」に定める完了検査を受けなければならない。 

３ 提出物及び部数は特記事項によるものとする。 
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第８章 その他調査 

 

  

第１節 一 般 事 項  

 

8.1.1 

適用範囲 
 

その他調査は、敷地内の建築物、工作物、樹木並びに敷地内及び敷地周囲の排

水設備、電気設備、機械設備等の調査に適用する。 

 

8.1.2 

種別 
 

調査の種別は次により、適用及び適用範囲は特記による。 

(1) 樹木調査 

(2) 建築物調査 

(3) 排水調査 

(4) 工作物調査 

(5) 電気設備調査 

(6) 機械設備調査 

 

8.1.3 

現況調査 
 

１ 現況調査は、調査場所において、調査すべき対象の写真撮影を行う。その際、

次の 8.1.4 資料調査での調査上必要な図面及びその他の資料と照合する際に

必要な程度を撮影する。撮影した写真は、写真帳に綴りインデックス等により

分かり易く整理する。 

２ 調査のため、部分取り壊し、地盤掘削等の作業を行う場合には、特記による。 

 

8.1.4 

資料調査 

 

 

資料調査は、調査区域の管理者及び関係機関において、調査上必要な図面及び

その他の資料により行う。 

現況調査との結果を照合し、相違の確認を行う。 

調査結果の照合が困難な場合には、監督員と協議する。 

 

  

第２節 樹木調査 

 

8.2.1 

適用範囲 
 

 この節は、樹木の調査に適用する。 

 

8.2.2 

樹木調査 
 

 樹木調査は、敷地内の樹木（低木を含む。）について、樹種、樹高、葉張り、

幹周（高さ１．２ｍの位置。なお、低木は除く。）、数量（株数）、移植の可否

等について行う。 

 調査対象は、特記による。特記がなければ、すべての樹木の調査とし、写真撮

影においても、すべての樹木の樹種、樹高、葉張り、幹周が分かるようにする。

また、その際に遠景写真も撮影すること。 
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第３節 建築物調査 

 

8.3.1 

適用範囲 
 

この節は、建築物の調査に適用する。 

 

8.3.2 

建築物調査 

 

 

 建築物調査は、建築物の形状、大きさ、高さ、構造種別、仕上げの概要等につ

いて行う。 

 

  

第４節 排水調査 

 

8.4.1 

適用範囲 
 

この節は、排水の調査に適用する。 

 

8.4.2 

排水調査 
 

 排水調査は、敷地内及び敷地隣接の道路（公道）にある排水ますの種類、大き

さ、天端高及びます底高、排水本管の種類、管径、管底高、流水方向、こう配、

敷地内排水との取合い関係等について行う。 

 下水道放流区域外の場合は、し尿浄化槽設備の設置に関する地方公共団体の条

例、指導を調査する。 

 

  

第５節 工作物調査 

 

8.5.1 

適用範囲 
 

 この節は、工作物の調査に適用する。 

 

8.5.2 

工作物調査 
 

 工作物調査は、敷地内の門、囲障、残存基礎、鉄塔、防空壕、擁壁、石積、舗

装、井戸等の位置、形状、大きさ、高さ等について行う。 
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第６節 電気設備調査 

 

8.6.1 

適用範囲 
 

 この節は、電気設備の調査に適用する。 

 

8.6.2 

電気設備調査 
 

 敷地内及び周囲にある電気設備の調査は、位置、形状、寸法、容量等について

行い、調査事項は次による。 

(1) 配電線路（電柱の位置、高さ及び番号、相数並びに電圧種別、外灯の位置、

高さ及び種類、電力引込み点、引込み方法） 

(2) 通信線路（電柱の位置、高さ及び番号並びに対数、電話引込み点、引込み

方法） 

(3) 地中線の敷設工法、深さ、管径、管材質、経路及び管路の状態 

(4) マンホール及びハンドホールの位置、形状、寸法 

(5) 屋外形受変電設備（種類、位置、配置、寸法、容量、概算重量） 

 

  

第７節 機械設備調査 

 

8.7.1 

適用範囲 
 

 この節は、機械設備の調査に適用する。 

 

8.7.2 

機械設備調査 
 

 機械設備調査は、敷地内及び敷地隣接の道路（公道）にある配水管、ガス管の

種類、管路、管径、管材質、深さ、栓弁類の有無について行う。 

敷地隣接の道路（公道）に配水管が敷設されていない場合は、付近の井戸の

有無、深さ、水質、水量、地層、水脈、地方公共団体等の条例、指導等を調査す

る。 
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別紙―１ 

単位　㎜

図 面 表 題 部 仕 様 （ 標 準 寸 法 ）

＊記入例

150

30 120

図面の名称 　　○○○○敷地測量図 15

土地の表示
（所　　在）

　　新宿区西新宿二丁目○○番ほか○○筆 15

測量計画機関 　　○○局○○○○部○○○○課 10

測量作業機関

○○○○ 10

新宿区○○一丁目○○番○号
　　　　　　株式会社　　○○○○
　　　　　　代表取締役　○○○○
　　　　　　主任技術者　○○○○　（測量士登録番号○○-○○)

20

測量完結日 平成○○年○○月○ ○日 縮 尺 １/○○○ 10

摘要 ○○敷地現況平面図
20

15 25
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別紙-２ 

真 北 測 定 調 書 

件 名 都立○○（○○）○○工事敷地測量 

場 所 東京都○○区○○□丁目○○番○○号 

測 定 年 月 日 
平成○○年○○月○○日（○）○○時○○分○○秒から 

平成○○年○○月○○日（○）○○時○○分○○秒まで 

測 定 方 法 １ 太陽  ２ 北極星 ３ その他（○○） 

測 定 位 置 基準点視準方向 

測定真北方位角 ○○度○○分○○秒（平均値） 

測 定 機 器 ○○ 

測 定 者 名 

会社名及び代表者名 

○ ○ ○ ○ 社 

○ ○ ○ ○  

主任技術者 ○ ○ ○ ○  

備 考  
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敷地測量委託特記事項 
 

１  特 記 事 項 の 適 用  

本 敷 地 測 量 委 託 特 記 事 項 （ 以 下 「 特 記 事 項 」 と い う 。 ） で 、 □ 印 及 び ■ 印 の 付 い

た 項 目 に つ い て は 、 ■ 印 の 付 い た 項 目 を 適 用 す る 。 ま た 、 特 記 事 項 及 び 図 面 に 記 載

さ れ て い な い 事 項 は 、「 敷 地 測 量 委 託 仕 様 書 」（ 以 下 「 仕 様 書 」 と い う 。 ）に よ る 。  

 

２  委 託 概 要  

⑴  件名 

 

こども家庭向け複合施設新築基本及び実施設計委託 

⑵  施行場所 

 

東京都江東区潮見二丁目８−８ 

 

⑶  契約期間 

 

契約確定の日の翌日から令和１０年１月３１日まで 

 

⑷ 測量等の内容 

 

■ 敷地測量  一式 

■ その他調査 一式 

■ 樹木調査 

□ 建築物調査 

□ 排水調査 

□ 工作物調査 

□ 電気設備調査 

□ 機械設備調査 

 

⑸ 測量範囲等 

 

ア 測量範囲 

図面による。 

イ 測量種類  
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(ｱ) 多角測量              縮尺 １／１，０００ 

(ｲ) 水準測量              縮尺 １／１，０００ 

  想定水準基標 番号 港（６）  

(ｳ) 現況測量   ７，４４５．６１ ㎡ 縮尺 １／２００ 

(ｴ) 高低測量   ７，４４５．６１ ㎡ 縮尺 １／２００ 

方眼間隔 １０ｍ 

(ｵ) 面積測量   ７，４４５．６１ ㎡ 縮尺 １／２００ 

 

⑹ 成果品の用

紙の規格 

 

ア 成果簿に使用する用紙は、別に定めがある場合を除き、原則として、Ａ４判と

し、材質は普通紙（再生紙を含む。）とする。ただし、これにより難い場合は、

あらかじめ都係員と協議すること。 

イ 図面に使用する用紙の規格は、別に定めがある場合を除き、原則として、Ａ１

判とし、材質・厚み等は次によるもの若しくは合成紙（白色で耐水性を保持 

するもの）とし事前に協議する。ただし、これにより難い場合は、あらかじめ都係

員と協議すること。 

材 質 厚 み 

ポリエステルフィルム ０．０７５㎜（３００番） 
 

⑺ 成果品 ア 作業計画書------------------------------------------------------２部 

イ 多角測量 

(ｱ) 成果表--------------------------------------------------------２部 

(ｲ) 成果数値データ------------------------------------------------２部 

(ｳ) 多角点網図（境界点及び真北線含む）----------------------------２部 

(ｴ) 観測手簿一式--------------------------------------------------２部 

(ｵ) 観測記簿一式--------------------------------------------------２部 

(ｶ) 計算簿一式----------------------------------------------------２部 

28



(ｷ) 点の記（基準点及び多角点）------------------------------------２部 

(ｸ) 精度管理表----------------------------------------------------２部 

(ｹ) 点検測量簿一式------------------------------------------------２部 

(ｺ) 真北測定調書--------------------------------------------------２部 

(ｻ) その他必要書類一式--------------------------------------------２部 

(ｼ)(ｳ)の白焼------------------------------------------------------２部 

ウ 水準測量 

(ｱ) 観測成果表及び平均成果表-------------------------------------２部 

(ｲ) 成果数値データ-----------------------------------------------２部 

(ｳ) 水準路線図---------------------------------------------------２部 

(ｴ) 観測手簿一式-------------------------------------------------２部 

(ｵ) 計算簿一式---------------------------------------------------２部 

(ｶ) 点の記（水準点及び仮水準点）---------------------------------２部 

(ｷ) 精度管理表---------------------------------------------------２部 

(ｸ) 点検測量簿一式-----------------------------------------------２部 

(ｹ) その他必要書類一式-------------------------------------------２部 

(ｺ)(ｳ)の白焼-----------------------------------------------------２部 

エ 現況測量 

(ｱ) 現況測量図(縮尺 １／２００）（真北線含む）------------------２部 

(ｲ) 精度管理表---------------------------------------------------２部 

(ｳ) その他必要書類一式-------------------------------------------２部 

(ｴ)(ｱ)の白焼-----------------------------------------------------２部 

オ 高低測量 

(ｱ) 高低測量図(縮尺 １／２００）--------------------------------２部 

(ｲ) 精度管理表---------------------------------------------------２部 

(ｳ) その他必要書類一式-------------------------------------------２部 
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(ｴ)(ｱ)の白焼-----------------------------------------------------２部 

カ 面積測量 

(ｱ) 面積求積図(縮尺 １／２００）--------------------------------２部 

(ｲ) 精度管理表---------------------------------------------------２部 

(ｳ) その他必要書類一式-------------------------------------------２部 

(ｴ)(ｱ)の白焼-----------------------------------------------------２部 

キ その他調査（⑷「測量等の内容」で■印がある場合のみ適用する。） 

■ 樹木調査 

(ｱ) 樹木調査書---------------------------------------------------２部 

(ｲ) その他必要書類一式-------------------------------------------２部 

□                                   

                                    

                                    

□                                   

                                    

                                    

 

ク 写真帳一式-----------------------------------------------------２部 

ケ 協議書等一式---------------------------------------------------２部 

コ （一財）日本建設情報総合センター発行の 

「業務カルテ受領書（契約締結・業務完了）」---------２部 

サ アからコまでの電子データ---------------------------------------２部 

納品の方法等については、都係員と協議すること。ただし、電子データの形式

は次によること。 
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 電子データの形式 

成果簿等 ＰＤＦ及びオリジナル形式 

図 面 ＳＸＦ又はＤＸＦ及びオリジナル形式 

⑻ その他 □ 本案件は、東京都設計等委託成績評定要綱（平成 22 年４月２日付 21 財建

技第 238 号）に基づく設計等委託成績評定の対象である。 

・打合せ協議は、委託着手時・業務中間時・成果物納入時に行うこととし、その

他必要に応じて実施すること。 

・着手にあたり、事前に発注者の管理している資料を参考に、監督員・所管課職

員との協議・調整の上、作業を行うこと。なお、隣地敷地へ立ち入っての作業

が発生する場合には、予め当該敷地所有者等への説明・調整を行い、監督員へ

報告した後に作業開始とすること。 
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